
参考様式１

　　　　　　　　　　　　農山漁村振興交付金農山漁村振興交付金農山漁村振興交付金農山漁村振興交付金（（（（農山漁村活性化整備対策農山漁村活性化整備対策農山漁村活性化整備対策農山漁村活性化整備対策））））事業実施計画事業実施計画事業実施計画事業実施計画

＜連絡先＞

ＦＡＸ番号 メールアドレス

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載する。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、全ての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

常滑市農業水産課 0569-35-5111（内173） 0569-34-9784 nousui@city.tokoname.lg.jp

計　画　主　体　名 計　画　期　間

愛知県常滑市 平成２９年度～平成３２年度

担当課 電話番号



ⅠⅠⅠⅠ　　　　事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標

ⅡⅡⅡⅡ　　　　評価指標評価指標評価指標評価指標

第１評価指標の設定根拠

２　交流人口の増加 176,000人増

Ａ－Ｂ

Ａ：現状値（過去３カ年合計）1,156,953人（計画区域内既施設等）

Ｂ：目標値（30～32年度合計）1,335,500人（計画区域内既施設等＋農家レストラン

計画区域内既施設等（※１）の人数は減少傾向にあるが、農家レストランの設置効果、市内の観光施設や宿泊施設等との連携効果を見込み、現状維持とした。農家レ

ストランの交流人口（入込客数）は事業実施者の営業日数や営業時間、空席率、回転数、近隣店舗の状況などをもとに見込んだ。

                    　　　　　　　　　計画区域内既施設等　　　　　農家レストラン（北）　　　農家レストラン（南）　　　　　３カ年合計

　【現状値】　26年度　　　　　　401,793人　　　　　　　　　－　　　　　　　　－

　　　　　　　27年度　　　　　  406,660人　　　　　　　　　－　　　　　　　　－

　　　　　　　28年度　　　　　　348,500人　　　　　　　　　－　　　　　　　　－　　　　　1,156,953人…Ａ

　【目標値】　30年度　　　　　　348,500人　　　　　　　　60,000人　　　　　27,000人

　　　　　　　31年度　　　　　　348,500人　　　　　　　　63,000人　　　　　33,000人

　　　　　　　32年度　　　　　　348,500人　　　　　　　　66,000人　　　　　39,000人　　　1,335,500人…Ｂ

　※１　計画区域内既施設等は、常滑市観光レクリエーション施設利用者調べに掲載されている計画区域内にある観光施設（５施設）の入込客数と

　　　　計画区域内で行われたイベント等来客数を集計したもの。

事業活用活性化計画目標 事業活用活性化計画目標の設定根拠

交流人口増加による、計画区域内の活性化

農観連携、グリーンツーリズムの促進

○計画区域である市の東側の北部と南部は交流人口が減少している。計画区域は自然豊かで、農業が盛んな地域

であることから、その長所を生かした農家レストランを設置することで、交流人口を増加させ、計画区域内の活性化

を図る。

○空港開港を機に、市の中心部では新たな観光施設が整備されるなどし、交流人口が増加した。この効果を計画区

域に取り込むため、市中心部にある観光施設や市中心部で行われるイベント等と、計画区域で採れる新鮮な農畜

産物を味わえる農家レストランの連携を図り、農観連携を促進させる。

○市内にはイチジク狩りや芋掘り、イチゴ狩り、潮干狩りや海釣りなど、農林漁業体験やアウトドアスポーツを楽しめ

る施設や場所が数多くある。こうした体験ができる施設や場所と宿泊施設、農家レストランが連携し、グリーンツーリ

ズムを促進する。

第１評価指標（必須） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法

具体的数値目標



第２評価指標の設定根拠

第３評価指標の設定根拠

【記入要領】

全般 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

事業活用活性化計画目標 ・事業活用活性化計画目標の項目は実施要領別紙６の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

評価指標 ・評価指標の記載に当たっては実施要領別紙６及び「事業活用活性化計画目標の評価指標の設定について」により記入すること。

計画区域内で採れる旬の食材や市の特産品などを活用した新規メニューを北・南に設置する農家レストランで年１件ずつ、合計年２件を見込む。

開発にあたっては消費行動に大きな影響を与えると言われる女性の意見を積極的に反映させる。

第３評価指標（必須） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法

具体的数値目標

商品開発（新規メニュー）件数 ６品 常滑市で採れる旬の農畜産物を使った新規メニューを開発する。

５　雇用者数の増加 ２人増

新規常時雇用者数（２人）＝活性化計画により整備した施設における常時雇用者

数（２人）－既存施設等の常時雇用者数（０人）

農家レストランの設置は新規事業であることから、常時雇用者を雇用をする。

農家レストラン（北）での新規雇用＝１人、農家レストラン（南）での新規雇用＝１人

第２評価指標（任意） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法

具体的数値目標



事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標のののの評価指標評価指標評価指標評価指標のののの設定設定設定設定についてについてについてについて

１１１１．．．．第第第第１１１１評価指標及評価指標及評価指標及評価指標及びびびび第第第第２２２２評価指標評価指標評価指標評価指標についてについてについてについて

注１ 目標値を算出する期間は、事業の効果発現後３年間とする。

注２ 現状値を算出する期間は、目標値を算出する期間と同じ３年間とする。

（例：活性化計画提出年度　H28　→　現状値を算出する期間は、H25～27等)

注３ 現状値は算出が可能な直近の実績値を使うことする。

注４ 評価指標１の転入人口は、注１及び注２に定める３年間の間に計画区域外から計画区域内へ転入し、定住した人の合計値とする。　

注５ 評価指標２の計画区域外からの入込客は、日帰り客だけでなく宿泊客等、全てを含めた入込客とする。

注６ 評価指標３について、活性化計画に地域連携販売力強化施設が含まれる場合は選択不可とする。

注７ 評価指標４について、比較する既存施設等がある場合には、目標値④は新しく整備する施設における販売額とし、現状値④は既存施設等における販売額とする。

注８ 評価指標４について、比較する既存施設等がない場合には、目標値④及び現状値④は、計画区域における農林水産物出荷額をそれぞれ算出するものとする。

注９ 評価指標５について、常時雇用者数は、厚生労働省の毎月勤労統計調査にて調査する常用労働者と定義される者を１年単位で算出した上で３カ年分に換算すること。

※常用労働者には、都道府県・市町村職員、事業主、法人の代表者及び無給の従事者は除くこと。

※参考（厚生労働省のホームページ）　http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/30-1d.html　

※小数第１位まで求めること（※小数第２位以下を四捨五入）。

（算出例①）年間通して雇用する雇用者が５人の場合　１５．０人←（５人×１２ヶ月×３年＝１５．０）

（算出例②）１年のうち、毎年４月から８月末までの５ヶ月間雇用する雇用者が５人いる場合　６．３人　←（５人×５ヶ月÷１２ヶ月×３年＝６．２５）　

２２２２．．．．第第第第３３３３評価指標評価指標評価指標評価指標についてについてについてについて

事業活用活性化計画目標を評価するため、施設の利用計画等に応じて具体的数値目標を自由に設定する。

指標設定の例１　事業活用活性化計画目標：子ども農山漁村の交流　第３評価指標：小学生の自然体験教室開催○回

指標設定の例２　事業活用活性化計画目標：農林水産物等の販売・加工促進　第３評価指標：新商品開発○件

※常時労働者とは、期間を定めずに、又は１ヶ月を超える期間を定めて雇われている者及び臨時又は日雇い労働者で、前２ヶ月の各月にそれぞれ１８日以上雇われた者を

いう。

  農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）を活用するに当たっては、実施要領別紙６に定める事業活用活性化計画目標及びそれに対応する評価指標を設定し、その目

標の達成に必要な事業メニューを実施することとする。評価指標の設定に当たっては各項目毎に以下に定めるところによるものとする。

分

類

評価

指標

事業活用活性化計画目標の評価指標の項目及び設定の考え方

分分分分

類類類類

１１１１

1111

定住人口の増加

設定する目標は計画区域における転入人数の増加数とし、次により求めることとする。

　計画区域における定住人口の増加数(人)＝(転入人数（目標値①）－転入人数（現状値①）)

2222

交流人口の増加

設定する目標は計画区域外からの入込客数の増加数とし、次により求めることとする。

　計画区域における交流人口の増加数(人)＝（計画区域外からの入込客数(人)(目標値②)－計画区域外からの入込客数(人)(現状値②)）

3333

滞在者数及び宿泊者数の増加

設定する目標は計画区域内の都市農山漁村交流施設等における滞在者数及び宿泊者数の増加数とし、以下により求めることとする。

　計画区域内の都市農山漁村交流施設等における滞在者数及び宿泊者数の増加数（人）＝（滞在者数及び宿泊者数（人）（目標値③）－既存施設等の滞在者数

及び宿泊者数（人）（現状値③））

分分分分

類類類類

２２２２

4444

地域産物の販売額の増加

設定する目標は計画区域において生産された農林水産物の販売額の増加額とし、以下により求めることとする。

   計画区域において生産された農林水産物の販売額の増加額（千円）＝（地域産の農林水産物の販売額（千円）（目標値④）－地域産の農林水産物の販売額

（千円）（現状値④））

5555

雇用者数の増加

設定する目標は計画区域において整備された施設の常時雇用者数の増加数とし、以下により求めることとする。

　新規常時雇用者数（人）　＝（活性化計画により整備した施設における常時雇用者数（人）（目標値⑤）－既存施設等の常時雇用者数（人）（現状値⑤））



（事業実施計画）

ⅢⅢⅢⅢ　　　　活性化計画活性化計画活性化計画活性化計画のののの目標及目標及目標及目標及びびびび事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標とととと交付対象事業交付対象事業交付対象事業交付対象事業のののの関連性関連性関連性関連性

144,720 61,000 61,000

【記入要領】

・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容の欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性について併せて記載すること。

・事業メニューには、実施要領別紙６の別表１の事業メニュー名を記入すること。

・地区名には、事業の実施地区名を記入すること。

・事業内容は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。

・事業規模は、施設毎の棟数と床面積、林道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。

・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。

・「農泊推進関連対策」で実施する場合には、備考の欄にどのように「農泊」と関連するか明記すること。

（※）「農泊」とは、農山漁村において、日本ならではの伝統的な生活体験や農村地域との人々との交流を楽しむ滞在」をいう。

【添付資料】

　（別添）融資主体型支援助成対象者調書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計

58,320

（交付対象事業費

54,000）

27,000 1/2 27,000

当該施設は地域外交流、農観連携、グリー

ンツーリズムの核となる施設であり、その効

果も十分期待できるものである。

受入機能強化施設 常滑地区 農家レストラン 190㎡ Ｈ２９

備考

活性化計画の目標及び事業活用

活性化計画目標との関連性

当該施設は地域外交流、農観連携、グリー

ンツーリズムの核となる施設であり、その効

果も十分期待できるものである。

農家レストランの設置は次の事を考慮し、

北部と南部に各１か所ずつ、計２か所整備

する。

○計画区域は市の東側の北部と南部渡っ

ており、距離が長いことから①北部または

南部のどちらかに１か所、②交流人口の増

加している市の中心部付近に１か所設置、

では計画区域全体の交流人口の増が見込

めない。

○農観連携やグリーンツーリズムを促進す

るには、旅行者の多様なニーズに応える必

要がある。そのためにはレストランという同

種類の施設ではあるが、コンセプトが異なる

魅力ある施設が複数必要となる。

（有）デイリー

ファーム

（株）ブルーチップ

ファーム

73,440

(交付対象事業費

68,000）

34,000 1/2 34,000

全体事業費

（千円）

交付金要望額

（千円）

交付額

算定交付率

交付限度額

（千円）

事業実施主体

受入機能強化施設 常滑地区 農家レストラン 235.18㎡ Ｈ２９

事業メニュー

名

地区名 事業内容 事業規模等 実施期間



○○地区活性化計画（○○県○○市町村）

NO

１　助成対象者の概要

　１農林漁業者等の組織する団体

  　①農地所有適格法人 ②農事組合法人 ③その他

　２参入法人

（注）該当する経営体の□にチェックを入れること。

２　整備内容等

NO

1

2

3

３　資金調達計画

1

2

3

計

（注）整備施設を融資のための担保に供する場合は、□にチェックを入れること。

４　追加的信用供与支援の活用計画

追加的信用供与支援の活用を希望する 追加的信用供与支援の活用を希望する

追加的信用供与支援の活用を希望しない 追加的信用供与支援の活用を希望しない

（注）いずれかの□にチェックを入れること。なお、機関保証利用の有無については、融資機関及び農業信用基金協会の

　　　審査によって希望に添えない場合があることに留意すること。

農業信用基金協会に

よる機関保証の利用

償  還  年  数

融資審査の進捗状況 借入予定　　平成　　年　　月　　日 借入予定　　平成　　年　　月　　日

項　　　　　　　目

資金調達のうち融資の概要

融資金額（円）

融  　資 　 名

金 融 機 関 名

融  資 ① 融  資 ②

備　考

（助成限度率等）
助 成 金

Ｂ

融　資

Ｃ

自己資金 その他

担　保

措置の

有　無

NO

事業費(円)

Ａ

資金調達計画（円） 助成率

（%)

B/A

融資率

(%)

C/A

整備内容

（機械施設名、規模、台数等）

実施

年度

着工（契約）

予定年月日

竣工予定年月日 農業機械の保管住所、施設の設置住所

（別添） 融資主体型支援助成対象者調書

助成対象者名 住　　　　　　所 代表者名



Ⅳ　他の施策との連携に関する事項

（事業実施計画）

事業メニュー名

【記入要領】

②連携する施策名には、実施要領別紙第５第10に掲げる施策を記載すること。

③事業メニューには、実施要領別紙６の別表１の事業メニュー名を記載すること。

④地区名には、事業の実施地区名を記入すること。

⑤必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

①交付対象となる事業のうち、実施要領別紙５第10に掲げる施策と連携して実施する事業にあっては、連携施策名、連携施策の内容及び交付対象事業との関連性について記載すること。

連携する施策名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等



農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）年度別事業実施計画の記入について

年度別事業実施計画の記入に当たっては以下によるものとする。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11 離島振興計画

12 輸出促進条件整備事業

地域指定状況

事業を実施する地域の指定状況を記入すること。地域とは実施要領別紙５の別表の（１）の交付額算定交付率欄に定める振興山村、過疎地域、離島振興対策実施地域、半島振興対

策実施地域、特定農山村地域、特別豪雪地帯、急傾斜地畑地帯及び奄美群島とし、指定されている地域欄に「１」を記入すること。

計画期間最終年度 活性化計画の期間の最終年度を記入すること。

離島振興法（昭和28年法律第72号）第4条第１項に規定する離島振興計画に基づいて実施する事業である場合は、連携施策ポイントとして「事業別内容」の項に「１」を記入する

こと。

輸出促進に資する事業である場合は、連携施策ポイントとして「事業別内容」の項に「１」を記入すること。

計画番号

１つの計画主体が複数の計画を作成する場合は、計画毎に番号を付し、当該番号をそれぞれの年度別事業実施計画の「計画番号」の欄に記入すること。

例：計画主体が２つの計画を作成する場合はそれぞれの計画を「１」、「２」とし、それぞれの年度別事業実施計画の「計画番号」の欄に「１」又は「２」を記入すること。

整理コード

「整理コード」の欄のうち、「事業別内容」の「内訳」の項については１から順に連番を付し、「事業別内容」の「合計」の項については「999」とし、「事業活用活性化計画目

標等」の項については「1001」から順に連番を付すこと。なお、「整理コード」の欄のうち、「①事業費計」、「②市町村附帯事務費」、「③県附帯事務費」、「総合計（①＋②

＋③」の項については、「①事業費計」の項を「2001」とし、その後順に連番を付すこと。

市町村名・地区名 事業を実施する市町村名、地区名を記入すること。

新規・変更の別

計画を新規に提出する場合は「１」、変更計画として再提出する場合は「２」を記入すること。

なお、計画の変更による再提出の場合は行を追加し、変更した部分については、変更前を（　）にし、変更後の内容を追加した行に記入すること。

県名（コード）

「県名」、「県コード」の欄は、当該計画の計画主体が属する県名及び当該県の全国地方公共団体コード（総務省）を記入すること。なお、北海道「010006」のように、コードが

「０」で始まっている場合「０」は省略し、「10006」として記入すること。

計画主体（コード）

「計画主体名」、「計画主体コード」の欄は、当該計画の計画主体名及び当該計画主体の全国地方公共団体コード（総務省）を記入すること。なお、札幌市「011002」のように、

コードが「０」で始まっている場合「０」は省略し、「11002」として記入すること。

　また、共同申請の場合にあっては計画主体名に共同申請に係る計画主体を併記し、「計画主体コード」の欄は代表の地方公共団体コードを記入すること。

項　　目 記記記記　　　　入入入入　　　　上上上上　　　　のののの　　　　注注注注　　　　意意意意

様式の変更

様式の変更は、「事業別内容」の項における事業メニューの数に応じた行の追加及び「事業活用活性化計画目標等」の項における事業活用活性化計画目標の設定数に応じた行の追

加のみとすること。これ以外の変更（列の追加、セルの結合等）は絶対に行わないこと。

計画の提出年度 「計画の提出年度」の欄は当該計画を最初に提出した年度（該当予算年度）を記入すること。計画変更による再提出の場合であっても当初提出に係る年度のままとすること。



項　　目 記記記記　　　　入入入入　　　　上上上上　　　　のののの　　　　注注注注　　　　意意意意

13

耕作放棄地の解消に向け

た取組

14 地域再生計画

15 総合化事業計画

16 定住自立圏共生ビジョン

17 国土強靱化施策

18

福祉、教育、観光等と連

携した地域活性化に向け

た取組

19

女性の能力の積極的な活

用に向けた取組

20

21

22

23 事業内容及び事業量

事業メニュー毎に、整備しようとする施設等の規模、事業内容等について簡潔に記入すること。

（例）「農産物直売施設：１棟、５００㎡」、「トマト処理加工施設：１棟、３００㎡」　「農産物包装機械：１台」　棟

また、「本年度」の「事業内容及び事業量」の欄には本年度に実施しようとする施設等の規模、事業内容等を記入すること。

（例）「農産物直売施設：１棟、５００㎡」等

事業メニュー名 ①事業メニュー名は実施要領別紙６の別表１事業メニュー名、「創意工夫発揮事業」又は「農山漁村活性化施設整備附帯事業」を正確に記入すること。

②　複数の施設等整備を計画する場合は、原則一つの事業メニュー毎、また、一つの事業メニューの実施が複数の要件類別に該当する場合には要件類別毎に一行で記入すること。

ただし、一つの事業メニューの実施が複数の要件類別に該当する場合において、交付額算定交付率が同じ要件類別にあっては、「要件類別番号」の欄のみを複数の行に番号を記載

し、これ以外の欄は一行でまとめて記入しても構わない。

③　実施要領別紙６の別表１の事業メニュー番号１６により活動火山対策特別措置法（昭和４８年法律第６１号）第１９条第１項に規定する防災営農施設整備計画に基づく洗浄機

械又は飼料作物栽培管理機械施設の整備を行う場合は「事業メニュー名」の欄に「高生産性農業用機械施設（活動火山対策事業）」と記入すること。

要件類別番号

実施しようとする実施要領別紙６の別表１の事業メニューに対応する要件類別の番号を記入すること。

なお、「創意工夫発揮事業」及び「農山漁村活性化施設整備附帯事業」に係る要件類別については、これらを一体的に行うことにより効果が増大される事業メニューに係る要件類

別（複数の事業メニューの効果を増大する場合は代表の事業メニューの要件類別）を記入すること。

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（平成25年法律第95号）第13条に規定する国土強靱化地域計画に位置付けられている事業であ

る場合には、連携施策ポイントとして「事業別内容」の項に「１」を記入すること。

事業メニュー番号 事業メニュー番号は、実施要領別紙６の別表１のものとし、「創意工夫発揮事業」は「８０」、「農山漁村活性化施設整備附帯事業」は「８１」とすること。

農林水産業及び農山漁村の活性化のための女性の能力の積極的な活用について（平成24年４月20日付け経営第3691号農林水産事務次官依命通知）の基本方針に基づいた取組である

場合は、優先採択ポイントとして、「事業別内容」の項に「１」を記入すること。

農山漁村の共生・対流等に係る連携プロジェクトに関連した取組に該当する場合は、「事業別内容」の項に「子ども農山漁村交流プロジェクトの取組」は「１」、「「農」と福祉

の連携連携プロジェクトの取組」は「２」、「農観連携プロジェクトの取組」は「３」、「空き家・廃校活用交流プロジェクトの取組」は「４」、「重点『道の駅』の取組」は

「５」、「ジオパークによる地域活性化の取組」は「６」を記入すること。なお、各取組の要件等の詳細については、活性化計画の公募案内を参照すること。

計画主体が耕作放棄地の解消に向けた取組を行う場合は連携施策ポイントとして「事業別内容」の項に「１」を記入すること。

なお、耕作放棄地の解消に向けた取組を行う場合とは、計画主体が農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第５条に規定する農業経営基盤強化促進基本方針又は同法第６

条に規定する農業経営基盤強化促進基本構想に沿って取組を実施している又は事業実施期間中に実施することが確実であると見込まれる場合とする。

地域再生法（平成17年法律第24号）第５条第１項に規定する地域再生計画に位置づけられている事業である場合は、連携施策ポイントとして「事業別内容」の項に「１」を記入す

ること。

地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成22年法律第67号）第５条第１項に規定する総合化事業計画に位置づけら

れている事業である場合は、連携施策ポイントとして「事業別内容」の項に「１」を記入すること。

定住自立圏構想推進要綱（平成20年12月26日総行応第39号総務事務次官通知）第６に規定する定住自立圏共生ビジョンに位置付けられている事業である場合は、連携施策ポイント

として「事業別内容」の項に「１」を記入すること。



項　　目 記記記記　　　　入入入入　　　　上上上上　　　　のののの　　　　注注注注　　　　意意意意

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

①事業費計

「全体事業費」、「交付対象事業費」、「交付金額」、「交付限度額」、「事業費」、「交付金額」、「県費」、「市町村費」、「その他」、「単年度交付限度額」の合計をそれ

ぞれ記入すること。

②市町村附帯事務費

市町村附帯事務費の額を記入すること。なお附帯事務費の交付率は１／２以内とし、その取り扱い等については農山漁村振興交付金交付要綱（平成28年4月1日付け27農振第2327号

農林水産事務次官依命通知）及び「農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）の附帯事務費及び工事雑費の取扱いについて（平成28年4月1日付け27農振第2343号農村振興局

長通知）」により定められていることに留意すること。

本年度までの累計 事業メニュー毎に、本年度までの累計の全体事業費、交付対象事業費、及び交付金額を記入すること。

翌年度以降（予定） 事業メニュー毎に、翌年度以降の全体事業費、交付対象事業費、及び交付金額の予定額を記入すること。

備　考

備考欄には、事業を行うに当たって、交付対象物件を担保にし、自己資金の全部又は一部について融資を受ける場合には「融資該当有」と記入の上、その内容（金融機関、制度資

金名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）が記載されている書類を添付すること。

交付限度額

事業メニュー毎に、全体事業費に交付額算定交付率を乗じて求められる額を記入すること。

なお、千円未満は切り捨てることとする。

前年度まで 事業メニュー毎に、前年度までに実施した事業に係る全体事業費、交付対象事業費、及び交付金額を記入すること。

本年度

事業メニュー毎に、本年度に予定している事業に係る全体事業費、交付対象事業費、交付金額、県費、市町村費、その他（農協等事業実施主体負担等）、本年度末進捗率、単年度

交付限度額、仕入れに係る消費税相当額を記入すること。なお、単年度の交付金の合計額が単年度交付限度額の合計の範囲内である必要があることに留意すること。

また、「消費税仕入控除税額」の欄には、これを減額した場合には減額した金額を、同相当額がない場合には「該当なし」と、同相当額が明らかでない場合には「含税額」とそれ

ぞれ記入すること。減額した金額を記入した場合は、「本年度」の欄の「全体事業費」、「交付対象事業費」、「交付金額」、「県費」、「市町村費」、「その他」の欄は当該消

費税相当額を含まない額を記入すること。

全体事業費 事業メニュー毎の振興交付金の交付対象とならない事業費も含む総事業費を記入すること。

交付金額

事業メニュー毎の交付金総額を記入すること。なお、ハード事業又はソフト事業毎の交付金額の合計は交付限度額の合計の範囲内である必要があることに留意すること。

なお、千円未満は切り捨てることとする。

交付額算定交付率 事業メニュー毎に、実施要領別紙５及び別紙６の別表に定める交付額算定交付率を記入すること。

交付対象事業費 事業メニュー毎の振興交付金の交付対象となる事業費のみを記入すること。

事業実施期間

事業メニュー毎に、当該事業の実施期間を記入すること。

（例）平成２８年度から平成３０年度まで実施する場合は「H28～H30」と記載

事業実施主体

事業実施主体の名称を記載すること。

（例）●●農業協同組合、　●●農業生産有限会社、　●●森林組合、●●漁業協同組合　等



項　　目 記記記記　　　　入入入入　　　　上上上上　　　　のののの　　　　注注注注　　　　意意意意

38

39

40

総合計（①＋②＋③） ①事業費計、②市町村附帯事務費及び③県附帯事務費の合計額を記入すること。

共同で計画作成を行う場合の

内訳

計画主体が共同で活性化計画の作成を行う場合であって、各々の計画主体毎に交付金の交付申請手続きを行う予定である場合は、その計画主体毎の内訳を記入すること。

また、内訳の合計は、それぞれの項目毎に、①から③までに計上される金額と一致することに留意すること。

なお、交付金の申請を行う計画主体の数に応じて行の追加を行うこと。

③県附帯事務費

県附帯事務費の額を記入すること。なお附帯事務費の交付率は１／２以内とし、その取扱い等については農山漁村振興交付金交付要綱（平成28年4月1日付け27農振第2327号農林水

産事務次官依命通知）及び「農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）の附帯事務費及び工事雑費の取扱いについて（平成28年4月1日付け27農振第2343号農村振興局長通

知）」により定められていることに留意すること。



ⅤⅤⅤⅤ　　　　農山漁村振興交付金農山漁村振興交付金農山漁村振興交付金農山漁村振興交付金（（（（農山漁村活性化整備対策農山漁村活性化整備対策農山漁村活性化整備対策農山漁村活性化整備対策））））年度別事業実施計画年度別事業実施計画年度別事業実施計画年度別事業実施計画　　　　

離島振興

計画

輸出促進条

件整備

耕作放棄地

の解消対策

地域再生

計画

総合化事業

計画

定住自立圏

共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ

国土強靱化

施策

福祉、教育、観光

等と連携した地域

活性化に向けた

取組

女性の能力の

積極的な活用

に向けた取組

事業別内容 内　訳 29 1 愛知県 230006 常滑市 232165 1 1 常滑市 常滑地区 1

29 1 愛知県 230006 常滑市 232165 1 2 常滑市 常滑地区 1

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

合計（Ｆ） 999

事業活用活性化計画目標等 1001

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） 2001

②市町村等附帯事務費 2007

③県附帯事務費 2008

総合計（①＋②＋③） 1 2009

共同共同共同共同でででで計画作成計画作成計画作成計画作成をををを行行行行うううう場合場合場合場合のののの内訳内訳内訳内訳

○○町 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

××県 事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

名称

コード

（地方公共

団体コード番

号（総務

省））

名称

コード

（地方公共

団体コード番

号（総務

省））

計画

番号

山村

振興

過疎

地域

特定

農山

村

整理

コード

市町村名 地区名

地域指定状況

連携施策は

「１」を記載

連携施策は

「１」を記載

他の施策との連携

該当する連携

施策の番号｢

１～６｣を全て

記載

連携施策は｢

１｣を記載

急傾

斜地

計画期間

最終年度

奄美

群島

連携施策は

「１」を記載

連携施策は

「１」を記載

連携施策は

「１」を記載

計画

の

提出

年度

新規

・

変更

の

区別

新規

「１」

変更

「２」

都道府県 計画主体

連携施策は

「１」を記載

連携施策は

「１」を記載

半島

振興

離島

振興

豪雪

地帯



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円

31

受入機能強化施

設

3 農家レストラン１棟235.18㎡ 29 ～ 29

（株）ブルーチップ

ファーム

73,440,000 68,000,000 34,000,000  1/2 34,000,000 0 0 0 農家レストラン１棟235.18㎡ 73,440,000 68,000,000 34,000,000 0 0 46,400,000 100 40,000,000

31

受入機能強化施

設

3 農家レストラン１棟190㎡ 29 ～ 29

（有）デイリーファー

ム

58,320,000 54,000,000 27,000,000  1/2 27,000,000 0 0 0 農家レストラン１棟190㎡ 58,300,000 54,000,000 27,000,000 0 0 31,300,000 100 27,000,000

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～ 122,000,000 61,000,000 61,000,000 122,000,000 61,000,000 77,700,000 67,000,000

市町村費 そ　の　他

年度末

進捗率

(Ｅ)

全体事業費

全体事業費

交付金額

(Ｄ)

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)

(千円未満切捨）

事業実施主

体

交付対象事

業費

（Ａ）

事業内容

及び

事業量

単　年　度

交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)

(千円未満切捨）

交付対象事

業費

交付対象事

業費

交付金額

(千円未満切捨）

交付額

算　定

交付率

（Ｂ）

交付金額

(千円未満切捨）

県費

全体事業費

事　業

メニュー

番　号

前　年　度　ま　で 本年度全　　体　　計　　画

事業メニュー名

要件

類別

番号

事業内容

及び

事業量

実施期間



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 0

0 0 0 0

全体事業費

交付対象事

業費

交付対象事

業費

消費税仕入

控除税額

全体事業費 交付金額

翌年度以降（予定）

交付金額 全体事業費 交付金額

交付対象事

業費

交付対象事

業費

交付対象事

業費

平成○年度 平成○年度 平成○年度

全体事業費

交付金額

翌年度以降の累計 平成○年度

交付金額

本年度までの累計

交付対象事

業費

備　　　考

全体事業費 交付金額 全体事業費


